
―返還合意の原点は危険性の除去と基地負担の軽減―
まちのど真ん中にある普天間飛行場まちのど真ん中にある普天間飛行場

　宜野湾市の市域面積の約25パーセントを占める普天間飛行場は、戦後69年もの長期
間、本市の中央に存在し、航空機事故の危険性や騒音被害等、市民の生活環境に大きな
負担を与え続けていることに加え、都市機能・交通体系・土地利用等、効率的なまちづ
くりを進める上の阻害要因となっており、経済活動にも影響を及ぼしております。
　また、2004年 8月には、隣接する沖縄国際大学へ米軍ヘリが墜落する事故が発生し、
さらに、2012年から2013年にかけてMV-22オスプレイ24機が強行配備される等、
市民の基地負担はもはや限界に達しており、「世界一危険な基地」といわれる普天間飛行
場の危険性は一刻も早く取り除かなければならない喫緊の課題となっております。
　市街地に隣接する普天間飛行場は、その危険性故に日米両政府によるＳＡＣＯ合意及
び、在日米軍再編協議で返還期日が示されたものの返還が実現せず、2013年４月の統

合計画において「2022年度又はその後に返還可能」と改めて返還期日が示されましたが、この間、本市の人
口は約９万６千名に増加し、基地面積を除く１平方キロメートルあたりの人口密度は７千名を超える等、危
険性は大きくなっております。
　普天間飛行場返還合意の原点は「危険性の除去」と「基地負担軽減」であり、普天間飛行場の固定化は絶対に
あってはなりません。沖縄県や関係機関と連携し、引き続き普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還とその間
の危険性の除去及び基地負担軽減の早期実現に向け取り組んでまいります。

宜野湾市長

佐喜眞　淳

宜野湾市 基地政策部
2015年3月
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　普天間飛行場の周囲には学校
や公共施設などが約120ヵ所存在
し、 市民は絶えず墜落の危険性と
騒音被害などの基地被害にさら
されております。
　宜野湾市は、 沖縄県中南部に位
置し、 南部と中部を結ぶ交通上の
要所となっております。 また、平
坦な土地が少ない中南部地域に
おいては大きな利用価値を秘め
ています。
　しかしながら、 普天間飛行場が
まちの中心部に位置しているた
め、 いびつな都市形成をせざるを
得ず、 市民生活・市財政に大きな
影響を及ぼしております。

沖縄コンベンションセンター

普天間飛行場

宜野湾市役所

県道8
1号線

国道
58号
線

国道
330
号線

県道34号線

キャンプ瑞慶覧

沖縄国際大学

嘉数高台

琉球大学

沖
縄
自
動
車
道
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（平成 25年３月末現在）

（平成 26年 12 月末現在）

普天間飛行場の面積 年間騒音発生回数

騒音最高値

夜間騒音夜間騒音

騒音最高値

年間騒音発生回数

宜野湾市の人口密度

環境基準超過日数環境基準超過日数

宜野湾市の人口密度

基地の面積を除くと・・・

普天間飛行場の面積

480.6ha 16,731回

120.6dB

92.1dB174日

約 4,906人 /k㎡

約 7,254人 /k㎡

東京ドーム約 100 個分

（平成 25 年度　上大謝名地区）

（平成 25年度　上大謝名地区）

( 平成 25 年 4月 10 日 上大謝名地区 )

（平成 26 年 9月 5日　新城地区）
深夜0時2分測定

　普天間飛行場は、まちの中心部に位置し、市面積（約 19.7ｋ㎡）の約 4 分の 1
を占めています。また、市の北側にあるキャンプ瑞慶覧の面積（約 1.569ｋ㎡）
も合わせると市面積の 32％以上が米軍施設によって占められています。
（市面積および米軍施設の面積は平成 25年３月末現在）

　市の中でも特に騒音発生回数が多い上大謝名地区では、1 日あたりで46回（平成
25年度）もの騒音が測定されています。基地周辺では、日常的に騒音にさらされた
生活を余儀なくされており、住民にとって大きな負担となっています。　　

　平成25年度に測定された騒音最高値は 120.6ｄB で、これは、「飛行機のエンジ
ン近く」に相当する騒音とされています。また、上大謝名地区では100ｄB以上の
騒音が年間 46回（平成25年度）測定されています。

　日米合意で 22時以降の飛行は制限されているにもかかわらず、夜間騒音が度々
観測されており、住民に与える影響も深刻化しています。
平成 26 年の 8 月～ 9 月は夜間騒音が特に激しく、9 日間で 32 件もの夜間騒音に
関する苦情が寄せられました。

　基地を除いた宜野湾市の人口密度は、東京都（6,017 人 /k㎡）や大阪府（4,670
人 /k ㎡）上回る人口密度となっています。
（宜野湾市の人口 96,663 人　平成26年12月末。東京都、大阪府の人口密度は H22
国勢調査より）

　環境省が定める環境基準値（生活環境を保全し、人の健康の保護に資する上
で維持されることが望ましい基準）を超えた日数が、平成25年度では上大謝名
地区で174日を記録しており、昼夜を問わず市民生活に深刻な影響を及ぼしてい
ます。

提供：琉球新報社

騒音の大きさ
120dB 飛行機のエンジン近く

自動車のクラクション（前方 2m）
電車通行時のガード下
騒々しい工場内

110dB
100dB
90dB

具体例
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施設面積　4.806k ㎡（480.6ha：東京ドーム約 100 個分）

地主数　3,818 人（平成 25 年 3月末）

年間賃借料　約 69億 5,300 万円（平成 24 年度実績）

基地内軍人・軍属　約 3,200 人

日本人基地従業員　208 人（平成 25 年 3月末）

↓所有形態別面積の割合

普天間飛行場の常駐機　48 機（平成 26 年 10 月末現在）

宜野湾市の従業者数　29,300人(平成24年 総務省)
普天間飛行場は市面積の約1/4を占めていますが、日本人従業員
は208人で、市内従業者数のわずか1/140程度となっています。

　沖縄県は日本の国土面積の
わずか約0.6％ですが、在日米軍専用
施設面積の約74％が集中しています。
また、そのうちの約32％が民有地となっ
ており、国有地が約87％を占める本土
の米軍基地との大きな違いとなって
おります。

MV-22B
CH-53E
UH-1Y
AH-1W
UC-12W
UC-35D

オスプレイ
スーパースタリオン
ヴェノム
スーパーコブラ

24機
８機
３機
９機
１機
３機

普天間飛行場の概要普天間飛行場の概要 普天間飛行場の歴史的経緯普天間飛行場の歴史的経緯

SACO 合意から 19 年 ...

これまでの経緯

進まぬ普天間飛行場返還問題進まぬ普天間飛行場返還問題

沖縄県の米軍基地沖縄県の米軍基地

「沖縄の米軍基地の現状と課題」【沖縄県】より→

1945年　4月1日　 太平洋戦争時、米軍の沖縄本島上陸により沖縄戦開始

　　　　 6 月 頃 　 米軍に土地を接収され、本土決戦に備えて普天間飛行場建設開始

　　　    6月23日　 沖縄戦での組織的戦闘が終了

1962年　　　　　　 市制施行の年、米軍が基地のフェンス設置開始

1972年　5月15日　 沖縄の本土復帰

1975年　　　　　　 市の人口が5万人を超える

1978年　　　　　　 ハンビー飛行場の返還に伴い、その基地機能が普天間飛行場へ移され、現 

                            在のような運用形態へ

1996年12月　　「ＳＡＣＯ最終報告」で「今後5年乃至7年以内に、十分な代替施設が完成し運用

　　　　　　　  可能になった後、普天間飛行場を返還する」と合意

2004年8月　　　沖縄国際大学へ米軍ヘリが墜落

2006年5月　　　在日米軍再編協議最終報告（日米ロードマップ）において、普天間飛行場代替

　　　　　　　   施設の建設は2014年までの完成を目標とすることを合意

2011年6月　　  「2＋2」において、日米ロードマップで合意された、普天間飛行場移設・移転の

　　　　　　　  2014年の目標を見直し、出来る限り早く完了することを確認

2012年10月　  　MV-22オスプレイの配備が開始（2013年9月配備完了）

2013年4月　　　日米両政府による統合計画におい

　　　　　　　  て、普天間飛行場の「2022年度

                       またはその後」の返還時期を公表

2014年2月　　   沖縄県知事、宜野湾市長連名で、

                       普天間飛行場の5年以内の運用

                       停止、早期返還などを政府に要請

2014年2月　　　第1回普天間飛行場負担軽減推

　　　　　　　  進会議が開催

2014年8月　      普天間飛行場所属のＫＣ-130

                       空中給油機全15機の岩国飛行場

                       への移駐完了

民有地
91％

国有地
7％

市有地
2％
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　　　市と県では、
　　市内8カ所に騒音
　測定器を設置してい
　ます。
○測定条件○
　・騒音値が暗騒音レベル
　  （環境騒音）より10dB
     以上大きいもの
　・騒音が5秒以上継続す
     るもの
　・航空機が発したトラン
     スポンダ応答信号電
     波を受信したもの

　平成25年度から、航空機騒音に
係る環境基準の指標が、従来の
WECPNLから、Ldenへ変更され
ました。野嵩地区の平成25年度の
値 を 両 方 で 比 べ て み る と 、
WECPNLでは環境基準を超過し
ていますが、Ldenでは基準値内と
いう結果となっており、実際の騒
音発生状況は同じであるにもかか
わらず、軽減しているような印象
を与えています。

　宜野湾市民は日常的
に米軍機騒音にさらさ
れた生活を余儀なくさ
れています。
　また、市内全域から
騒音に関する苦情が寄
せられているにも関わ
らず、防音工事の対象
区域は一部地域にとど
まっており、政府への
要請を通じ防音工事の
助成対象区域の拡大を
求めております。

　宜野湾市では昼夜を問
わず基地から発生する騒
音等の苦情について、職
員の勤務時間外にも対応
できるよう、留守番電話
専用回線である「基地被
害110番」を設置しており
ます。市へ寄せられた声
は市長まで目を通し、翌
日までに米軍と沖縄防衛
局へ届け、市民生活へ配
慮するよう申し入れてお
ります。また、特に騒音が
激化した際などは適宜、
米軍および沖縄防衛局等
へ抗議・要請を行ってお
ります。

：環境基準値を超過した値

                                                  　（平均で約2.4回/年)
　　　　　　　　　　　　　　　　（件数は本土復帰から2015年3月18日までを集計）

最近の主な普天間飛行場所属機の事故(2015年3月18日現在)

　米軍機が住宅地上空を通過すると、地デジ受信障害が発生するといった声
が市内全域から寄せられており、その対策を国に求めたところ、沖縄防衛局
の調査により認定された野嵩・普天間・新城の一部区域については、平成23年
度に防衛省の補助金を活用し市が対策を実施しました。しかしながら、対策
が行われた区域以外からも同様な声が寄せられていることから、引き続き、
米軍機が起因する地デジ受信障害の解消に向け取り組んでおります。

宜野湾市では、夜間・休日の騒音苦情窓口として基地被害１１０番を設置し、
留守番電話にて２４時間苦情を受け付けております。

普天間飛行場所属機による事故105回普天間飛行場所属機による事故105回
基地から派生する被害基地から派生する被害

基地被害 110 番基地被害 110 番

騒音被害

墜落の危険性

地デジ受信障害

宜野湾市　基地被害110番  ☎８９３－４４０0
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普天間飛行場に関する日米合意とその実態普天間飛行場に関する日米合意とその実態
1996 年 3 月 航空機騒音規制措置に関する日米合意

2004 年 8 月 沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故

2007 年 12 月 クリアゾーンの存在が明らかに

2014 年 7 月 普天間飛行場における回転翼機の飛行状況調査結果発表（H25 年 4 月～H26 年 3 月）

2007 年 8 月 場周経路の再検討及び更なる安全対策についての検討に関する報告書の同意
普天間飛行場の除去に向けた取り組みを発表

普天間飛行場における航空機騒音規制措置（抜粋）
3.a　進入及び出発経路を含む飛行場の場周経路は、できる限り学校、病院を含む人口稠密地域上空を避ける
3.g　22:00～06:00の間の飛行及び地上での活動は、米国の運用上の所要のために必要と考えられるもの
　　  に制限される。夜間訓練飛行は在日米軍に与えられた任務を達成し、又は飛行要員の練度を維持するた 
        めに必要な最小限に制限される。部隊司令官は、できる限り早く夜間の飛行を終了させるよう最大限努 
        力を払う。

　2004年8月13日（金）午後2時15分ごろ、普天間飛行場に派遣されていた米海兵隊所属CH-53Ｄ
型ヘリが沖縄国際大学の本館に墜落、炎上するという重大事故が発生しました。事故機は我如古
上空で尾翼部分（テールローター）が落下し、操縦不能になったまま沖縄国際大学本館ビルに墜
落、激突後激しく炎上しました。ヘリに搭乗していた米軍関係者3名が負傷し、民間人への人的被
害は確認されなかったものの、民家29戸、車両33台等の物的被害が確認されています。

　2007年12月、本市が入手した
「海兵隊航空基地普天間飛行場
マスタープラン」によって、普天
間飛行場におけるクリアゾーン
（土地利用禁止区域）の存在が明
らかになりました。
　マスタープラン内では「障害
物を排除し離発着の際の安全を
確保するためのエリアである」
と記述されておりますが、クリ
アゾーンは大きく基地外の住民
地域に張り出しており、そこに
は普天間第二小学校を始め、多
くの施設があり、約３，６００人
もの住民が居住しております。

　上の図は、平成26年に沖縄防衛局が発表した回転翼機の月別飛行航跡集約図の抜粋となっています。調査結
果は、場周経路をはみ出した飛行数及び遵守している飛行数が示されておらず、調査対象に固定翼機が含まれ
ていないことなど、普天間飛行場の周辺の実態を示すものとは言い難いものとなっております。さらに、調査
結果に場周経路を当てはめてみると、その多くが場周経路を逸脱していることが確認できます。普天間飛行場に係る場周経路の再検討 普天間飛行場に係る離発着経路
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疑問が残る安全宣言

オスプレイに関する動向

　2012年9月19日、防衛省・外務省はオスプレイの運用について安全性は十分に確認されたとして安全宣言を行いま
した。しかし、その内容は、「可能な限り」や「運用上必要となる場合を除き」などの文言が付き、実際の運用は米軍任
せとなっております。以下、「MV-22オスプレイの沖縄配備について（概要）」からの抜粋となります。
・低空飛行訓練について、最低安全高度（地上500フィート）以上の高度で飛行し、人口密集地等の上空を回避すること
・飛行経路について、可能な限り学校や病院を含む人口密集地域上空を避けるよう設定し、可能な限り海上を飛行すること
・運用上必要となる場合を除き、垂直離着陸モードでの飛行を米軍の施設・区域内に限り、転換モードの時間を可能な限り  
 短くすること
・適用される騒音規制措置に関する合同委員会合意事項をMV-22の運用においても引き続き遵守すること
・夜間訓練飛行は、必要最小限に制限し、シミュレーターの使用等により、普天間飛行場周辺住民への影響を最小限にすること

　宜野湾市の一般歳入額
に占める基地関係収入の
割合は3％台で推移して
おり、平成24年度におい
ては、わずか3.1％となっ
ております。
　基地があることによっ
て、都市計画や施設配置
に影響を与えるなど、市
の経済発展を阻害する要
因にもなっています。

　2014年2月に宜野湾市と沖縄県は、政府に
対し「普天間飛行場の5年以内の運用停止」に
向けた協議会を設置するよう要請し、同年2
月18日に安倍総理大臣出席の下、普天間飛行
場負担軽減推進会議が開催されました。2014
年末までに計3回の推進会議、並びに実務を
担当する作業部会が計5回、開催されており
ます。
　推進会議、作業部会では「5年以内の運用停
止」をはじめ、普天間飛行場から派生する
様々な負担の軽減を求めております。

↑普天間飛行場負担軽減推進会議

↑KC-130空中給油機

沖縄防衛局ホームページより

オスプレイの強行配備オスプレイの強行配備

基地と財政基地と財政

普天間飛行場負担軽減推進会議及び作業部会

KC-130 空中給油機の岩国飛行場への移駐が完了

住
宅
地
上
空
を
飛
行
す
る

オ
ス
プ
レ
イ
←

　市では、普天間飛行場の早期返還実現に向けた要請はもちろんのこと、返還までの間の危
険性及び基地から派生する被害の除去や軽減を継続して求めています。
　今後とも、沖縄県や関係機関と協力し1日も早い返還に向けて取り組むとともに、騒音被害
や地デジ受信電波障害等の基地被害の改善を行うよう政府に対し強く求めてまいります。

　2014年8月には沖縄の基地負担の軽
減をはかるため、普天間飛行場に所属
していたKC-130空中給油機全15機の
岩国飛行場への移駐が完了しました。
市は政府に対し、移駐の効果が損なわ
れることがないよう求めております。

引き続き、これらの負担軽減措置の早期実施を求めてまいります。
◆ジェット戦闘機をはじめとする外来機の飛来禁止
◆オスプレイの県外移駐及び県外訓練の促進
◆夜間騒音や住宅地上空における旋回訓練の禁止

普天間飛行場返還および負担軽減に向けた取り組み普天間飛行場返還および負担軽減に向けた取り組み
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宜野湾市の戦前から現在までの様子宜野湾市の戦前から現在までの様子
戦前の宜野湾村の様子
                      （イメージ）
背景：1945年1月と2月に
撮影された写真を合成

戦中～戦後初期の
        宜野湾村の様子
                      （イメージ）
背景：1945年12月撮影

※
　
縮
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は
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現在(平成)の
宜野湾市

　沖縄戦前の宜野湾村の中心は字宜野湾で、現在の普天間飛行場の中にありました。普天間飛行場の
場所は、もともと役場や国民学校、郵便局、病院、旅館、雑貨店がならび、いくつもの集落が点在し田畑
が広がるのどかな丘陵地でした。
　普天間から真栄原間の県道両脇には琉球松の大木がうっそうと茂り、並松（ナンマチ）街道として
県民に親しまれていました。また、字普天間には、沖縄県庁中頭郡地方事務所や県立農事試験場など
官公庁が設置され、沖縄本島中部の中心地でもありました。戦前の宜野湾村は、首里や越来村を結ぶ
県道沿いで商業が営まれていましたが、大半はサトウキビを中心とした農業で生計を立てていまし
た。
　普天間飛行場は、1945年の沖縄戦の際に、上陸してきた米軍に日本本土への爆撃基地として強制的
に土地を接収され建設されたのが始まりで、1972年沖縄返還がなされた際に、普天間飛行場として日
本政府から米国へ提供されました。
　1972年の本土復帰の頃まで、普天間飛行場は今のような運用はされておらず、補助飛行場としてパ
ラシュート降下訓練が行われる飛行場でした。
　その後、1974年に嘉手納基地にP3Cが移駐されたことに伴い、その補助飛行場として滑走路が整備
され、1976年に岩国基地から千人規模の第一海兵航空団が県内に移設をするなど、徐々に基地機能が
強化されていきました。現在のような運用がされ始めたのは、1978年に北谷町のハンビー飛行場が返
還されたことに伴い、その機能が普天間飛行場に移されてからになります。
　一方、宜野湾市は復帰前の1962年には市制が施行され、1975年時点で人口は5万人を超えておりま
した、普天間飛行場が現在のような運用がされ始めた時にはすでに、基地周辺には市街地が形成され
ておりました。

地図は宜野湾市文化課作成（地図中の一部写真は沖縄県公文書館、沖縄県平和祈念資料館、浦添市牧港公民館より提供）
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普天間飛行場返還後の跡地利用に 向けた取り組み普天間飛行場返還後の跡地利用に 向けた取り組み

↑市民の交流の場となる新しい都市拠点 (イメージ )

↑歴史を後世に伝える並松街道 (イメージ )

豊かな緑やオーシャンビューがつくる沖縄振興の舞台 (イメージ )↑

　普天間 飛行場の跡地利用について、宜野湾市と沖縄県は共同で「普天間飛行場跡地利
用基本方 針」（以下「基本方針」という）と「普天間飛行場跡地利用計画の策定に向けた行
動計画」  （ 以下「行動計画」という）を策定し、これらにもとづき県市の共同調査や文化
財調査、  市による自然環境調査、関係者との合意形成に向けた取組を進めてきました。
  平成24 年度、宜野湾市及び沖縄県で、広域計画やこれまでの取り組みの成果を踏まえ
た「全体 計画の中間取りまとめ」を策定しました。今後、中間取りまとめをもとに、県
民、地権 者等の皆さまのご意見をお聞きしながら、沖縄全体の発展に資する跡地利用
計画策定 につなげていきたいと考えております。

↑普天間飛行場周辺の地盤環境（東西断面の模式図）
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「普天間飛行場返還問題」宜野湾市の取り組み「普天間飛行場返還問題」宜野湾市の取り組み
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